
　経団連 産業競争力強化に向けた提言〔概要〕
－第１回　国際競争上のイコールフッティングを求める－

○産業競争力強化に取り組む欧米諸国

・ﾌﾛﾝﾄﾗﾝﾅｰである米国の主な取り組み

　1985 年  ｢大統領競争力委員会｣ﾔﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ

　1989 年  MIT 研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ“Made in America”
　これら提言に基づき、産業競争力強化策を総

合的に駆使（産業技術、国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、税制、

知的財産、通商政策等）

○経済成長の新たな制約要因－少子・高齢化

(1)労働供給量の減少

　生産年齢人口(15 才～64才)：

　　1995 年の 8,700 万人をﾋﾟｰｸに急減

(2)資本蓄積減少の懸念

　家計貯蓄率：1994 年 13％→2025 年８％

　→金利上昇を通じ投資を抑制

○脆弱化する日本の競争力

 　　　　　　　　（世界主要 46ヶ国中）

　日本：93年２位→97年９位→98年 18 位

　　　　（但し、科学技術は２位を堅持）

　米国：引き続き１位の座を保持

(国際経営開発研究所(IMD)世界競争力報告)

○極めて重い国際競争上のハンディキャップ

日本企業のコスト競争力は、アジア諸国のみな

らず欧米諸国に対しても、総じて劣位にある。

優れた技術力・生産力を有していても、高コス

ト構造により、国内で事業を継続することが困

難

○危惧される生産性の低下

海外からの対日投資が増えず、新産業・新

事業も十分に育っていない状況下、製造業

の国際展開が進行

（その問題点）

(1)中小企業などを中心に転廃業の加速、

　雇用不安の拡がり

(2)生産性の低い産業へのシフトに伴う生

　産性の低下

(3)外資系企業の進出が進まないことによ

　る雇用機会の喪失

○経済成長のリード役としての製造業

 (1)貿易立国日本の基幹産業
　・名目ＧＤＰ・就業者数の４分の１

　・財・サービス貿易額の約７割

 (2)高い生産性で経済成長をリード

 (3)他産業に比べ経済に及ぼす影響大
　・産業連関表の中間投入の大きさ（裾野

　　の広さ）

製造業の持つ高い生産性を日本の強み
．．

と認識し、これを積極的に伸ばしていくとともに、弱み
．．

を克服していく

高コスト構造の是正は産業競争力強化の出発点
(効果)

(1)諸外国との国際競争上のイコールフッティングの実現

(2)既存産業の活性化、新産業・新事業の創出

(3)海外からの対日投資拡大

産業競争力強化の重要性

世界的な大競争時代において日本の豊かさを実現する鍵

  具体的課題：

 (1)高コスト構造是正　(2)戦略的産業の振興

 (3)経営資源の有効活用等

２． 物流
①インフラの整備

・ボトルネック箇所の道路・鉄道整備

・ＥＴＣ(ﾉﾝｽﾄｯﾌﾟ自動料金収受ｼｽﾃﾑ)の整備推進

②政府規制の撤廃・緩和

・ISO 規格の背高海上コンテナの道路通行許可

・トラック事業に係る規制の改善・見直し

・市街化調整区域における物流施設の開発許可の

緩和

・港湾運送事業における規制の見直し及び 365 日

　24時間荷役の実現

③物流効率化への政策支援

・複合一貫輸送、一貫パレチゼーション等

３． 租税
①法人所得課税の実効税率を国際水準なみの 40％

へ引下げ

②所得税・住民税をあわせた最高税率 65％の 50％

への引下げ、各所得階層の税率見直し

③企業組織再編に係る税制の整備

④新産業・新事業の創出に資する税制の見直し

⑤固定資産税の見直し

⑥増加試験研究費税額控除制度の拡充

１． エネルギー

（1）電力

 ①新規参入の促進、自家発電設備の有効活用

 ・小売供給への新規参入、特定電気事業制度の活用

 ・自家発電力自己託送の加入条件の緩和と料金引き

 　下げ、自家発電に係わる特定供給制度の緩和

 ・発電事業と送電事業のあり方の検討

 ②原子力発電の一層の推進

 ・立地促進、原子燃料サイクルの確立

 ③ﾃﾞｨﾏﾝﾄﾞｻｲﾄﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを通じた負荷率の改善

 ・料金メニューの多様化・弾力化

 ・電力需給調整契約への加入条件の緩和

 ④法人事業税を含む地方法人課税の軽減

（2）石油

 ①政府規制の撤廃・緩和（需給調整規制の廃止）

 ②関税の見直し

 ・ハイサルファーＣ重油の高率関税(3,410 円/KL)の

　 早い段階での見直し

 ③保安規制の見直し

 ④備蓄のあり方の見直し

 ⑤石油諸税の負担軽減

４． 社会資本

①社会資本整備の重点化

・高規格幹線道路、大規模拠点空港、中

　枢・中核国際港湾の重点整備

・事前・事後評価の実施と評価内容の公開

②政府規制の緩和

・中小建設業対策の見直し

③ＰＦＩの推進

５． 労働

（1）人材の有効活用

 ①高齢者･女性等の活躍の場の拡大･整備

　（外国人活用のあり方の検討を含む）

 ②裁量労働制等の積極的活用

（2）労働移動の円滑化

 ①労働者派遣事業の自由化

 ②有料・無料職業紹介事業の自由化

 ③委託募集の規制緩和

 ④直接募集に係る届出制の廃止

 ⑤終身雇用を前提とした退職金を含めた

賃金体系およびその税制の見直し

 ⑥企業年金のポータビリティーの確保

政府に｢産業競争力戦略会議｣(仮

称)を設置することが必要

・総理大臣直轄の組織

・産業競争力強化策を総合的に検討

企業による主体的取り組み

・企業戦略の確立､組織・ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄの効

率化､経営資源の有効活用､製造・販

売・物流コストの削減、技術革新等

を通じた高付加価値製品の開発

　　　　　　　　　　　　　以　上

【経済成長の鍵を握る生産性向上】

【求められる製造業の競争力強化】

【高コスト構造是正の重点５分野】


